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法的思考プロセス講座 
民法Ⅰ（債権） 

 
 
 

 

 

リーダーズ総合研究所 

竹内 千佳 

① 
•制度趣旨 

② 
•理由づけ 

③ 
•結論 

法的思考プロセスとは  

≪民法択一式≫ 

① 正答率６０％以上（Ａランク） 

  → ９問中４問  

② 出題形式  

    → 個数０問、組合せ３問 

③ 内容 

  → 判例問題、９問中６問 
 

 

    

 

民法 出題分析①  

 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

権利能力   ○  ○  ○   
制限行為能力     ○     
意思表示 ○  ○  ○ ○ ○ ○  
代 理 ○ ○   ○    ○ 
時 効  ○ ○ ○     ○ 

不動産物権変動 ○     ○    
動産物権変動    ○      
相隣関係     ○   ○  
共 有   ○    ○  ○ 
留置権        ○  
先取特権         ○ 
質 権          
抵当権 ○ ○ ○ ○   ○  ○ 

民法 出題分析②  

 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

債務不履行 ○       ○ ○ 

債権者代位権         ○ 

詐害行為取消権       ○  ○ 

連帯債務 ○ ○  ○      

保 証  ○ ○ ○   ○   

債権譲渡          

弁済・相殺 ○      ○ ○  

契約の解除     ○ ○    

贈与（無償契約）        ○  

賃貸借契約 ○ ○   ○ ○    

委任契約   ○ ○ ○     

請負契約    ○      

不法行為  ○   ○  ○  ○ 

民法 出題分析③  

 条 文 判 例 

Ａランク 
  

Ｂランク 

  

Ｃランク 
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民法 出題分析④  
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民法総則 

財産法 

物権 物権総則 

占有権 

所有権 

用益物権 

担保物権 

債権 債権総則 

契約 

事務管理 

不当利得 

不法行為 家族法 

親族法 

相続法 

パンデクテン方式
を採用 

民法典の構造  

民法全体をみる 

 →パンデクテン方式 

 

民法の考え方を知る 

 →民法は私法の一般法 

 

具体的事例に落とし込む 

 →本試験は事例形式で出題される 

民法の勉強方法  

私法の一般法 

∴当事者間の衡平を図ることが目的 

  

①原則→例外 

②要件効果 

民法の考え方  

（売買）  

第５５５条 売買は、当事者の一方がある財産

権を相手方に移転することを約し、相手方がこ
れに対してその代金を支払うことを約すること
によって、その効力を生ずる。  

要件効果  

 

 

 

法律要件：私権の変動（発生・変更・消滅）を 

       生じさせる原因 

法律効果：私権の変動 

要件 効果 

私権の変動の仕組み  

債権発生原因 

 契 約  

事務管理 

不当利得 

不法行為 

債権発生原因  



3 

効力発生要件 

効果帰属要件 

有効要件 

成立要件 

契約の効力発生プロセス  

債権の発生 

• 契約 

• 契約以外（事務管理、不当利得、不法行為） 

債権の効力 

• 債務不履行 

• 受領遅滞等 

債権の移転 
• 債権譲渡 

債権の消滅 

• 弁済、代物弁済、供託、相殺、更改、免除、混同、
時効 

債権のライフサイクル  

成立要件 

• 意思の合致（申込みと承諾） 

有効要件 

• 主観的有効要件（権利能力・意思能力・行為能力・意思の瑕疵・不存在） 

• 客観的有効要件（確定性・実現可能性・適法性・社会的妥当性） 

効果帰属要
件 

• 代理権・代表権 

効力発生要
件 

• 条件・期限 

契約不成立 

原則として本人に効果帰属 

効力未発生 

無効 

取消しうる 無効 無効 

契約の成立から消滅までのプロセス  民法上の請求権  

申込と承諾
（意思の合

致） 

売買契約
の成立 

債権債務の
発生 

所有権の移
転 

契約の要件効果（売買契約の場合）  

❶成立上の牽連性→原始的不能 

❷履行上の牽連性→同時履行の抗弁権 

❸存続上の牽連性→危険負担 
 

双務契約の特徴～牽連性～  
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契約締結前目的物滅失 

原始的不能→無効 

原始的不能（成立上の牽連性）  

Ａに帰責事由あり→債務不履行 

Ａに帰責事由なし→危険負担 

危険負担（存続上の牽連性）  

特定物売買の場合、債権者主義をとるので、
危険は債権者が負うことになる。 

               ↓ 

Ａの代金債権は、Ｂの目的物引渡債権が消え
ても消滅しない。 

               ↓ 

ＡはＢに対し、代金支払い請求をすることがで
きる。 

 

危険負担（特定物売買）  

ＡがＢに自己所有の別荘甲を売り渡す契約をし

たところ、その数日後、甲は何者かによる放火

によって消失した。ＡＢ間の債権債務関係はど

うなるか？ 

ＣＡＳＥ  

危険負担の問題になり、特定物売買なので債

権者主義をとり、ＡはＢに対し代金支払い請求

をすることができる。 

ＣＡＳＥ 解答  

契約成立 

契約成立後後発的不能 

債務者に帰責事由無→危険負担 

債務者に帰責事由有 

 →債務不履行責任（415条） 

 

契約成立前全部不能 

 →原則無効・契約締結上の過失 

契約成立前一部不能 

 →瑕疵担保責任（570条） 

債権法上の処理  


